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持続可能な社会保障制度の構築等に関する決議 

 

我が国は、これまでどの国においても経験したことのない人口減少社会に直

面し、社会保障関係費は年々増嵩し続けているところである。 

このような中、国は、我が国における社会保障の機能強化・維持のための安

定財源確保と財政健全化の同時達成を目指した「社会保障・税一体改革」の実

現に向け取り組んできたところであり、本年９月には「全世代型社会保障検討

会議」を設置し、人生 100 年時代の到来を見据え、社会保障全般に渡る持続可

能な改革を更に検討していくとしている。 

我々都市自治体は、社会保障は国との信頼・協力関係に基づき着実に推進す

べきものと認識し、子ども・子育てをはじめとする社会保障の充実のための施

策について、地域の実情に即して実施するなど、懸命の努力を傾注していると

ころである。 

よって、国においては、特に下記事項の実現を図られるよう強く要請する。 

 

記 

 

１．社会保障に係る安定財源の確保等について 

（１）都市自治体においては、国の画一的な制度では対応できないニーズを地

方単独事業と組み合わせて社会保障を維持しているという実態を踏まえ、

地方単独事業を含めた社会保障サービスに係る財政需要を的確に地方財政

計画に反映させ、安定的な財源を確保すること。 

（２）全世代型社会保障の構築に向けた各種制度の見直しに当たっては、現場

を担う都市自治体の意見を十分に尊重し、合意形成を図ったうえで実施す

ること。 

 

２．国民健康保険制度について 

（１） 国保財政基盤の強化のため、平成 30年度制度改革以降投入する公費 3,400 

億円の財政支援について、継続・拡充を図ること。 

（２）国保の構造的課題を解消するためには、普通調整交付金が担う自治体間

の所得調整機能は極めて重要であり、見直しは行わないこと。 
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３．介護保険制度について  

（１）介護従事者が不足している状況にかんがみ、介護従事者の確保・育成・

定着と一層の処遇改善を図るため、財政措置を拡充すること。また、山村

振興地域等について、慢性的な人材不足が生じている地域の実情を踏まえ

た実効ある対策を講じること。 

（２）保険者機能強化推進交付金については、都市自治体における高齢者の自

立支援や重度化防止の取組が一層評価され、推進が図られるよう、地域の

実情を反映した評価方法とすること。 

（３）調整交付金は、本来、保険者の責めによらない要因による第１号保険料

の水準格差の調整を行うものであり、その機能を損なうような措置を講じ

るべきではなく、保険者機能強化推進交付金の財源に調整交付金を活用す

ることは断じて行うべきでないこと。 

（４）次期制度改正に当たっては、都市自治体をはじめ関係者の意見を十分踏

まえ、地域格差の是正についても引き続き適切に取り組むなど、持続可能

な介護保険制度の確立を図ること。 

 

４．子ども・子育て支援等について 

（１）子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」を実現するために必

要な１兆円超の財源を確実に確保すること。 

（２）保育士の確保及び更なる処遇改善を行うため、十分な財政措置を講じる

こと。 

また、保育所等における働き方改革を推進すること。 

（３）幼児教育・保育の無償化については、これまでの国と地方の協議を踏ま

え、国の責任において必要な地方財源を確実に確保すること。 

   また、「幼児教育の無償化に関する協議の場」（ＰＤＣＡ協議会）におい

て、引き続き十分な協議を行い、都市自治体の意見を十分に反映して制度

の充実・改善を図ること。 

（４）児童虐待防止対策について、専門職の配置に係る財政支援、研修機会の

拡充、子どもや保護者に対する効果的な在宅支援策等、総合的な支援措置

の充実を図ること。 

（５）少なくとも未就学児までの子どもの医療費については、全国一律の国の

保障制度を創設すること。 

（６）子どもの貧困対策と自立支援について、都市自治体が地域の実情に応じ、 
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教育支援、生活支援、就労支援、経済的支援等に長期的に取り組むことが

できるよう、必要な財政措置を講じること。 

 

５．生活保護制度・生活困窮者自立支援制度について 

（１）生活保護制度については、必要な人には確実に保護を実施するという基  

  本的な考え方を維持しつつ、今後とも制度が国民の信頼に応えることがで

きるよう、就労による自立の促進、不正・不適正受給対策の強化、医療扶

助の適正化等所要の措置を講じること。 

（２）生活保護に係る財源負担については、生活保護が憲法に基づき、国が保   

  障するナショナルミニマムに関わる事項であることから、本来全額国庫負

担とすべきであること。 

（３）生活困窮者自立支援制度について、制度の運営や事業の適正かつ円滑な  

  実施に必要な情報提供等の支援措置と十分な財政支援措置を講じること。 

 

６．障害者福祉施策について 

 都市自治体が障害者総合支援法に基づく事業を安定的に運営できるよう、 

新たな制度に係る情報提供や周知の徹底を図ること。また、障害者の生活実

態やニーズ等の地域の実情を十分踏まえ、必要な財源を確保すること。 

 

７．地域医療保健施策について 

 （１）地域医療の確保については、先般設置された「国と地方の協議の場」等

において、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革、地域医療構想に係る

取組の推進について、地方と十分協議を行い、その意見を施策に反映する

こと。また、地方の取組に対する必要な支援を行うこと。 

（２）風しんに関する追加的対策については、実施主体となる都市自治体が混

乱なく円滑に業務を遂行できるよう、財源の確保等について特段の配慮を

行うこと。 

 

  以上決議する。 

 

  令和元年 11 月 14 日 

 

全 国 市 長 会 
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介護保険制度に関する重点提言 
 

 介護保険制度の円滑な運営を図るため、国は、特に次の事項について積極的

な措置を講じられたい。 

 

１．財政運営について 

  介護保険財政の持続的かつ安定的な運営のため、都市自治体の個々の実態

を考慮しつつ、将来にわたって都市自治体の財政負担や被保険者の保険料負

担が過重とならないよう、国費負担割合を引き上げること。 

  また、調整交付金は別枠化するとともに、交付基準を地域の実態を勘案し

て適切に見直すこと。 

 

２．介護保険者に対する財政的インセンティブについて 

（１）保険者機能強化推進交付金については、都市自治体における高齢者の自

立支援や重度化防止の取組が一層評価され、推進が図られるよう、地域の

実情を反映した評価方法とすること。 

（２）調整交付金は、本来、保険者の責めによらない要因による第１号保険料

の水準格差の調整を行うものであり、その機能を損なうような措置を講じ

るべきではなく、保険者機能強化推進交付金の財源に調整交付金を活用す

ることは断じて行うべきでないこと。 

 

３．低所得者対策等について 

  低所得者に対する介護保険料や利用料の軽減策については、国の責任にお

いて、財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じるよう、抜本的な見直

しを行うこと。 

 

４．地域包括ケアシステムの構築等について 

（１）地域包括ケアシステムが効果的に機能するためには、住民の自助を基本

としながら、地域等での助け合いによる仕組みづくりの推進が必要である

ことから、住民主体の取組意識が根付くよう、関係機関のみならず、広く

国民に趣旨の普及啓発を図ること。 

   また、在宅医療・介護連携体制整備の充実を図るため、市町村間、各種
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医療機関、介護事業所間等の多職種連携強化に向けた財政措置や支援策を

講じること。 

（２）地域包括支援センターの機能強化を図るため、主任介護支援専門員等の

必要な人員の確保や研修体制の見直し等について、財政措置をはじめ十分

な支援策を講じること。 

（３）地域支援事業については、都市自治体の財政力や基盤整備の状況が異な

る実情等を踏まえ、以下のとおり適切に配慮すること。 

  １）地域支援事業の実施に係る上限額を廃止し、円滑な事業実施のための

財政措置を講じること。 

  ２）介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たって、自治体の財政や

事務の負担が増大することのないよう、国の責任において確実な措置を

講じること。 

 

５．次期制度改正について 

（１）次期制度改正に当たっては、都市自治体をはじめ関係者の意見を十分踏

まえ、地域格差の是正についても引き続き適切に取り組むなど、持続可能

な介護保険制度の確立を図ること。 

（２）制度改正について、引き続き必要な情報提供を行うとともに、自治体の

事務負担やシステム改修費等の財政負担に対する支援措置を講じること。 

   また、準備期間を確保できるよう、適切な工程の設定及び速やかな情報

提供を行うこと。 

（３）要介護１・２の方に対する訪問介護、通所介護サービスの地域支援事業

への移行については、拙速な検討は避け、慎重を期すること。 

 

６．介護サービスの基盤整備等について 

  介護従事者が不足している状況にかんがみ、介護従事者の確保・育成・定

着と一層の処遇改善を図るため、財政措置を拡充すること。 

  また、山村振興地域等について、慢性的な人材不足が生じている地域の実

情を踏まえた実効ある対策を講じること。 

 

７．介護報酬等について 

  介護報酬の改定に当たっては、保険料の水準に留意しつつ、簡素、明快な
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報酬体系を構築すること。特に、適切な人材の確保や介護従事者全体の処遇

改善、サービスの質の向上などを図るため、都市自治体の意見を十分踏まえ、

地域やサービスの実態に即した報酬単価とするなど、適切な報酬の評価・設

定を行うこと。 
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国民健康保険制度等に関する重点提言 

 

 国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため、国は、

特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．将来にわたり安定的で持続可能な制度とするため、すべての国民を対象と

する医療保険制度の一本化に向け、抜本改革を実施すること。 

 

２．国民健康保険制度について 

（１） 国保財政基盤の強化のため、平成 30年度制度改革以降投入する公費 3,400

億円の財政支援について、継続して実施するとともに、更なる拡充を図る

こと。 

   また、改革により保険料が上昇する都市に対する激変緩和措置に必要な

財源を十分に確保すること。 

（２）国保の安定的かつ持続的運営ができるよう、国庫負担割合の引上げなど

国保財政基盤の拡充・強化を図り、国の責任と負担において、実効ある措

置を講じること。 

   特に、低所得者層に対する負担軽減策を拡充・強化するとともに、低所

得者を多く抱える保険者への支援を強化すること。 

（３）各種医療費助成制度等、地方単独事業の実施に伴う国民健康保険の国庫

負担金の減額措置について、未就学児までを対象とする子ども医療費助成

に係る減額措置の平成 30 年度からの廃止に留まらず、すべての地方単独事

業実施に係る減額措置を廃止すること。 

（４）子育て世帯の負担軽減を図るため、子どもに係る均等割保険料（税）を

軽減する支援制度を創設するとともに、必要な財源を確保すること。 

（５）国保の構造的課題を解消するためには、普通調整交付金が担う自治体間

の財政調整機能は極めて重要であることから、見直しは行わないこと。 



8 

 

子ども・子育てに関する重点提言 
 

 子ども・子育て施策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

 

１．少子化対策の充実について 

（１）子ども・子育て支援新制度の実施主体である都市自治体が地域のニーズ

に基づく総合的な子育て支援施策を展開することが可能となるよう、各種

支援の「量的拡充」と「質の向上」の実現に必要となる１兆円超の財源を

確実に確保すること。 

   また、新制度について適切な情報提供を行うとともに、引き続き都市自

治体と丁寧に協議を行い、その意見を的確に反映して制度の充実・改善を

図ること。 

（２）公定価格について 

  １）すべての施設が安定的に運営できるよう、また、都市自治体や利用者

の負担増を招かないよう、地域の実態を十分に踏まえ、適切に設定する

こと。 

  ２）地域区分について、地域の実情に即したものとなるよう見直すこと。 

（３）多様な保育サービスの提供や保育所等の適正な運営を確保するため、子

どものための教育・保育給付費負担金等について、地域の実情に即した十

分な財政措置を講じること。 

（４）障害児の受入れや適切な支援に必要となる保育士や看護師等の人材確保

について、十分な財政措置を講じること。 

   また、保育形態ごとに異なる補助事業を一本化すること。 

（５）「子育て安心プラン」に基づき、待機児童の解消に向けた取組を一層推進

するため、十分な財源を確実に確保するとともに、更なる支援策の拡充を

図ること。 

   また、待機児童の解消や耐震化をはじめとする保育所等の施設整備のた

め、地域の実態を十分に踏まえ、財政措置の拡充を図る等、必要な措置を

講じること。 

（６）保育人材の育成・確保について 

  １）保育士の確保及び更なる処遇改善を図るため、公定価格における基本
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分単価や処遇改善等加算について、地域の実態を踏まえ、十分な財政措

置を講じること。 

  ２）保育所等における働き方改革を推進し、保育士の勤務条件の緩和や業

務負担の軽減を図るため、保育士配置基準を適切に見直すとともに、休

暇代替保育士や事務職員の配置等、労働環境の整備に必要な財政措置を

拡充すること。 

  ３）新たな保育士の育成や潜在保育士の就労を促進するため、研修体制の

充実や修学資金・就職準備金等の貸付制度の拡充等、総合的な取組を強

化すること。 

    また、保育士の定着化と地域格差の解消を図るため、保育士宿舎借上

げ支援事業の充実等、必要な措置を講じること。 

 

２．幼児教育・保育の無償化について 

（１）幼児教育・保育の無償化については、認可外保育施設の質の確保・向上

をはじめとする様々な課題に対し、ＰＤＣＡサイクルを行う「幼児教育の

無償化に関する協議の場」において、引き続き十分な協議を行い、都市自

治体の意見を十分に反映して制度の充実・改善を図ること。 

   また、都市自治体に新たな負担が生じないよう、事務費や追加のシステ

ム改修費に対する十分な財政措置を講じるとともに、事務負担の軽減を図

ること。 

（２）幼児教育・保育の無償化の財源について、これまでの国と地方の協議を

踏まえ、国の責任において必要な地方財源を確実に確保すること。 

（３）認可外保育施設等の質の確保・向上を図るため、児童福祉法に基づく指

導監督を徹底するための支援や認可保育施設への移行を進めるための技術

的・財政的支援等、所要の措置を講じること。 

   あわせて、都市自治体が認可外保育施設等の情報を速やかに把握するた

めのシステムを早期に構築すること。 

（４）幼児教育・保育の無償化に伴う保育需要への影響を見据え、更なる処遇

改善や研修の充実等による幅広い保育人材の育成・確保、施設整備費等に

対する財政措置の拡充、公定価格における定員超過による減算措置の撤廃

等、あらゆる支援措置を国の責任において講じること。 

（５）在宅で育児を行う世帯等、多様な保育形態の公平性に配慮し、必要な財
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政措置を講じること。 

 

３．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の推進について 

（１）都市自治体が「新・放課後子ども総合プラン」に基づく質の改善や量の

拡大等に対応できるよう、施設整備・運営に係る財政措置を拡充すること。 

   また、地域の実態に対応した運営が可能となるよう、実施要綱で定める

要件及び交付要綱で定める補助基準額等を見直すこと。 

（２）放課後児童支援員を確保するため、処遇改善事業における補助基準額の

増額や補助要件の拡充等、必要な財政措置を講じること。 

 

４．児童虐待防止対策の強化を図るための総合的な支援について 

（１）児童虐待防止対策における都市自治体の役割が増大する中、早期発見・

早期対応に必要な体制の整備や支援施策の強化を図るため、専門職の配置

に係る財政支援や研修機会の拡充、子どもや保護者に対する効果的な在宅

支援策の提示等、総合的な支援措置の充実を図ること。 

   特に、子ども家庭総合支援拠点等の整備及び運営については、地域の実

態を踏まえた弾力的な運用を可能とするとともに、補助対象の拡充等、十

分な財政措置を講じること。 

（２）児童相談所の体制及び専門性を計画的に強化するため、児童福祉司をは

じめとする専門人材の育成・確保等について、十分な財政措置を講じるこ

と。 

   なお、中核市等における児童相談所の設置については、地域の実態を踏

まえて都市自治体がその必要性を判断するものであることから、設置を目

指す都市自治体の後押しとなるよう、施設整備や人材確保等に対する支援

の充実を図ること。 

 

５．子どもの貧困対策の推進について 

  すべての子どもの貧困対策と自立支援を総合的に推進するため、教育支援、

生活支援、就労支援及び経済的支援等について、必要な措置を講じること。 

  また、都市自治体が地域の実情に応じた貧困対策を長期的に取り組めるよ

う、必要な財政措置を講じること。 
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６．全国一律の子どもの医療費助成制度の創設について 

  子育てしやすい社会の実現に日本全体で取り組むとともに、我が国の将来

を担う子どもたちが必要な医療サービスを公平に受けることができるよう、

少なくとも未就学児までの子ども医療費については、全国一律の国の保障制

度を創設すること。 
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生活保護制度・生活困窮者自立支援制度に関する重点提言 
 

 生活保護制度・生活困窮者自立支援制度の充実強化を図るため、国は、特に

次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．生活保護制度については、必要な人には確実に保護を実施するという基本

的な考え方を維持しつつ、今後とも制度が国民の信頼に応えることができる

よう、就労による自立の促進、不正・不適正受給対策の強化、医療扶助の適

正化等を円滑に実施するため、所要の措置を講じること。 

  特に、医療扶助費については、生活保護費全体の約半分を占める状況にあ

り、今後も増加が見込まれることから、受給者の必要な受診を抑制すること

等のないよう十分に留意しつつ、都市自治体の意見を十分に踏まえ、医療保

険制度全体のあり方を含め、その適正化について検討すること。 

  また、制度の見直しに当たっては、最後のセーフティネットとして持続可

能な制度とするため、都市自治体の意見を十分に踏まえるとともに、十分な

準備期間を確保できるよう、適切な工程の設定及び速やかな情報提供を行う

こと。 

  なお、高齢者の受給者が増加しつつある実態を踏まえ、年金制度等の社会

保障制度全般について検証し、制度の見直しを図ること。 

 

２．生活保護に係る財源負担については、生活保護が憲法に基づき、国が保障

するナショナルミニマムに関わる事項であることから、本来全額国庫負担と

すべきであること。 

  なお、それまでの間、受給世帯増加による都市自治体の負担増に対し、十

分な財政措置を講じること。 

 

３．生活困窮者自立支援制度について、制度の運営や事業の適正かつ円滑な実

施に必要な情報提供等の支援措置と十分な財政支援措置を講じること。 

  また、制度の見直しに当たっては、持続可能な制度とするため、国と地方

の協議を継続し、都市自治体の意見を十分に踏まえるとともに、十分な準備

期間を確保できるよう、適切な工程の設定及び速やかな情報提供を行うこと。 
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障害者福祉施策に関する重点提言 
 

 障害者福祉施策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的

な措置を講じられたい。 

 

１．都市自治体が障害者総合支援法に基づく事業を安定的に運営できるよう、

新たな制度に係る情報提供や周知を図ること。また、障害者の生活実態やニ

ーズ等の地域の実情を十分踏まえ、必要な財源を確保すること。 

  今後の制度見直しに当たっては、障害者の生活が保障された一層安定的な

制度となるよう、自治体と十分協議し、準備期間の確保、具体的で速やかな

情報提供と周知、電算システム改修等の準備・運営経費に対する財政措置等、

必要な措置を講じること。 

 

２．障害者の自立と社会参加に向けた施策の充実を図るため、自立支援給付、

地域生活支援事業、障害児通所支援事業、相談支援事業等について、都市自

治体の超過負担及び自治体間格差が生じないよう、必要な財源を確保すると

ともに、地域の実態を踏まえ、十分な財政措置を講じること。 

 

３．障害福祉人材を確保し、事業者の参入を促すとともに、安定的な事業運営

及びサービス提供が可能となるよう、サービスの利用実態等を十分踏まえ、

報酬単価の見直しや財政措置の拡充、処遇改善を含め、必要な措置を講じる

こと。 

  なお、障害福祉サービス等報酬の地域区分については、地域の実情を踏ま

えた適切な区分を設定すること。 
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地域医療の確保に関する重点提言 
 

 地域医療の確保を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講

じられたい。 

 

１．医師等の確保及び偏在対策について 

（１）安心で質の高い地域医療サービスを安定的に提供するため、産科・小児

科・外科・麻酔科等の医師・看護師等の不足や地域間・診療科間等の偏在

の実態を踏まえ、地域に根差した医師を養成するなど、地域を支える医師・

看護師等の絶対数の確保及び偏在の是正に資する即効性・実効性のある施

策を早急に講じるとともに、十分な財政措置を講じること。 

（２）医師や看護師・助産師等医療を支える専門職の養成・確保及び地域の定

着等を図るため、労働環境の改善等に資する支援策を講じるとともに、十

分な財政措置を講じること。 

   特に、女性医師及び看護師等の復職を支援するなど、離職防止等に資す

る支援策を充実すること。 

（３）新専門医制度については、医師偏在を助長すること等のないよう検証を

行うとともに、都市自治体等の意見を十分に踏まえ、国の責任において必

要な措置を講じること。 

 

２．地域医療の確保については、先般設置された「国と地方の協議の場」等に

おいて、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革、地域医療構想に係る取組

の推進について、地方と十分協議を行い、その意見を施策に反映すること。 

  また、地方の取組に対する必要な支援を行うこと。 

 

３．自治体病院等について 

（１）自治体病院をはじめ地域の中核病院について、地域の実態に応じた医療

の確保や経営基盤の安定化を図るため、十分な財政措置等を講じること。 

（２）病院事業において生じる控除対象外消費税負担が公的病院等の経営に深

刻な影響を与えていることから、診療報酬や消費税の制度見直しを図るな

ど、必要な対策を講じること。 

（３）都市自治体が行っている公的病院等への助成について、地域の実情に配
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慮した十分な財政措置を講じること。 

 

４．小児救急医療をはじめとする救急医療及び周産期医療等の体制整備・運営

等の充実強化を図るため、実効ある施策と十分な財政措置を講じること。 

 

５．がん対策について 

（１）がんの早期発見に向け、受診率の向上策を強化するとともに、都市自治

体が実施するがん検診事業に対する十分な財政措置を講じるなど、がん対

策の一層の充実を図ること。 

   また、検診方法及び検診体制の拡充を図るとともに、十分な財政措置を

講じること。 

（２）新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業について、国の責任に

おいて、適切かつ十分な財政措置を講じるとともに、恒久化を図ること。 

   また、助成対象者の拡大を図るとともに、毎年度の助成内容を早期に明

示すること。 

 

６．感染症対策について 

（１）国民が等しく予防接種を受けることができるよう、定期予防接種のワク

チンに対し、十分な財政措置を講じること。 

   また、おたふくかぜ、ロタウイルス等について、早期に定期予防接種と

して位置付けるとともに、住民や現場に混乱を招くことのないよう、速や

かな情報提供と十分な準備期間を確保すること。 

（２）風しんに関する追加的対策については実施主体となる都市自治体が混乱

なく円滑に事業を遂行できるよう、財源の確保等について特段の配慮を行

うこと。 
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水道事業に関する重点提言 
 

 安全、安心な水道水の供給及び公営企業財政の健全化を図るため、国は、特

に次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．水道施設の強靱化、老朽化対策等により、安全で安定した水道水の供給を

図るため、水道施設について、耐震化や安全強化、老朽化した施設の更新・

改良、再構築等が促進されるよう、財政措置の拡充等を図ること。 

  特に、生活基盤施設耐震化等交付金について、所要額を確実に確保すると

ともに、適切な単価の設定、補助対象の拡大、補助採択基準の緩和、補助率

の嵩上げを行うなど、制度の充実を図ること。 

 

２．簡易水道等施設整備費の国庫補助について、補助率の嵩上げや補助対象の

拡大を行うなど、財政措置の拡充等を図ること。 

  また、複数の簡易水道事業が統合して設置された上水道事業及び上水道事

業と統合した簡易水道事業について、財政措置の拡充等を図ること。 

 

３．水道事業体の広域化について、更なる支援体制を整備すること。 

  特に、水道事業運営基盤強化推進等事業について、採択基準の緩和や補助

対象の拡大を図ること。 
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廃棄物・リサイクル対策に関する重点提言 
 

 廃棄物・リサイクル対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項につい

て積極的な措置を講じられたい。 

 

１．廃棄物処理施設の整備等について 

  ダイオキシン対策等を施した廃棄物焼却施設が老朽化するなど、多くの地

域で耐用年数を大幅に超える廃棄物処理施設が多数あり、適切なタイミング

で更新・改良を進める必要があることを踏まえ、国は、次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

（１）循環型社会形成推進交付金について、都市自治体に対し交付申請額が満

額交付されるよう、所要額を確実に確保すること。 

   廃棄物処理施設の整備をはじめ基幹的改良や修繕等に係る支援措置を更

に拡充させること。 

（２）廃棄物処理施設の解体撤去工事費について、解体のみの場合や跡地が廃

棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付金の交付

対象とするなど、財政措置の拡充を図ること。 

 

２．循環型社会の形成推進について 

（１）リサイクルを更に推進するため、「川上から川下まで」トータルで取り組

む必要があるとの認識に立ち、特定の主体が全責任を負うことなく、各主

体が応分に責任を負担しつつ協働していく制度を構築すること。 

   その際、市町村にとって財源と人材に裏打ちされた制度とすること。 

（２）リサイクルできない品目だけをリストアップし、それ以外の品目すべて

をリサイクルすることとするなど、「簡素で分かりやすい」システムを検討

し、持続可能な制度を構築すること。 

（３）リサイクル率向上に配慮した再生利用が容易な製品設計を製造事業者に

義務付けるとともに、リサイクル費用について、前払い方式や製品価格へ

の上乗せを実施すること。 

 

３．家電リサイクル制度について 

（１）リサイクル費用については、製品購入時に支払う「前払い方式」に改め
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ること。 

（２）不法投棄された廃家電製品の収集運搬処理、リサイクル費用については、

拡大生産者責任の原則に基づき、事業者が担う仕組みとすること。 

（３）義務外品の処理については、一般廃棄物扱いであるため市町村の責任と

されているが、効果的に進めるためには関係者が連携・協力して取り組む

必要があることを踏まえ、制度の前進・拡充に資する新たな方法を検討す

ること。 

（４）制度の対象品目を拡充すること。 

 

４．容器包装リサイクル制度について 

  拡大生産者責任の原則に基づき、事業者責任の強化・明確化を図るととも

に、都市自治体と事業者等との役割分担及び費用負担を適切に見直すこと。 

  特に、都市自治体の収集運搬、選別保管に係る費用や負担を軽減すること。 
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生活環境等の保全・整備に関する重点提言 
 

 地域社会における快適で安全な生活環境づくりを推進するため、国は、特に

次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．地球温暖化対策計画における温室効果ガス排出量の削減目標を達成するた

め、具体的方策を示すとともに、都市自治体がその役割に応じて実施する施

策に対して、必要な財政措置を講じること。 

 

２．地域循環共生圏を創造するための具体的な施策や制度を示すとともに、そ

の推進に当たっては、都市自治体の意見を十分に反映し、財政措置も含め所

要の支援策を講じること。 

 

３．水洗化普及率の早期向上や合併処理浄化槽の普及促進等を図るとともに、

地域住民の負担を軽減するため、補助率の嵩上げや補助対象範囲の拡大等、

浄化槽整備事業に係る財政措置の拡充を図ること。 
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義務教育施策の充実に関する重点提言 
 

 義務教育施策の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置

を講じられたい。 

 

１．公立小中学校の整備費について、都市自治体が新増築・解体・老朽化対策・

防災機能の強化等の事業を計画的に実施できるよう、当初予算において必要

額を確保するとともに、対象事業の拡大や補助率の引上げ及び補助単価の実

態に即した改善等の財政措置の拡充を図ること。 

  特に、空調設備の設置及び維持・管理、トイレ改修、給食施設整備等につ

いては、学習環境の早急な改善が図られるよう、十分な財政措置を講じるこ

と。 

 

２．中核市等への教職員人事権等の移譲 

（１）公立小中学校及び義務教育学校の教職員の人事権について、広域的な人

事交流の仕組みを構築するとともに、中核市をはじめとする都市自治体に

所要の税財源措置と併せて人事権を移譲すること。 

（２）都市自治体が地域のニーズに応じた独自の教育施策を展開することがで

きるよう、学級編制権及び教職員定数決定権等を所要の税財源措置と併せ

て都市自治体に移譲すること。 

 

３．地域に応じたきめ細やかな指導が行えるよう、学級編制及び教職員定数の

標準について一層の見直しを図るとともに、所要の税財源措置を講じること。 

  特に、少人数学級については、後退することなく、引き続きその推進を図

ること。 

 

４．特別支援教育の充実を図るため、特別支援教育に対応する教職員定数の拡

充を行うこと。 

  また、通常学級に在籍する児童生徒、ＬＤ、ＡＤＨＤ、広汎性発達障害等

の専門的な教育的支援や医療的ケアを要する児童生徒への支援体制の充実を

図ること。 

  さらに、特別支援教育を担当する専任の教員、特別支援教育支援員、特別
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支援教育コーディネーター、看護師等の医療教員等の適正配置や施設整備等

について、十分な財政措置を講じること。 

 

５．外国人児童生徒が小・中学校に編入する前に学校教育において必要な生活

指導や日本語指導を行うため、「帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな

支援事業」の充実を図り、都市自治体が行う初期適応指導教室（プレクラス）

の取組等に対する支援を更に充実すること。 

  また、日本語指導等を必要とする帰国・外国人児童生徒が在籍する学校に

ついて、教職員配置の充実を図るとともに、日本語指導等を行う支援員等の

配置を充実させるため、人材確保に必要な支援及び財政措置の拡充を図るこ

と。 

 

６．小学校の外国語活動、中学校の外国語学習等の円滑な実施のため、正規教

職員の確保や地域の実態に即した外国語指導助手等の確保・配置に必要な支

援策及び財政措置の拡充を図ること。 

 

７．ＩＣＴ教育の推進に向け、機器の整備、無線ＬＡＮ基盤の構築、校務支援

システムの導入及び維持管理に対する十分な財政措置を講じること。 

  さらに、プログラミング教育の円滑な実施に向けた教材開発の促進や教職

員の研修、人的支援の充実を図ること。 
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東京オリンピック・パラリンピックに関する重点提言 
 

 東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けた支援策等の充実を図るた

め、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．開催に向けた環境整備等について 

（１）機運醸成に資する全国的な取組を実施するとともに、地域の創意工夫に

よる「おもてなし」やシティドレッシングなど、地域活性化やレガシー創

出につながる取組への支援を行うとともに、財政措置の拡充を図ること。 

   また、都市自治体や企業等による広域連携、公民協働の取組に対し、財

政措置を含めた支援を行うこと。 

（２）選手や観光客等の受入体制を整えるため、交通機関や各種施設等におけ

る多言語対応、無料Ｗｉ－Ｆｉの整備、ボランティアの育成等を推進する

とともに、十分な財政措置を講じること。 

（３）心のバリアフリーの普及啓発を推進すること。 

（４）治安対策について万全を期すること。 

（５）暑さ、感染症、交通混雑対策等の総合的な安全対策を講じること。 

   また、都市自治体の意見を踏まえ、大会開催期間中の具体的な対応を早

期に決定し、丁寧な説明を行うこと。 

（６）アスリートや指導者の育成に係る支援を拡充すること。 

   また、すべての人々がスポーツ活動に参画できる機会を確保するための

支援を行うこと。 

（７）大会の機運及び都市の価値を醸成する目的で実施する文化芸術振興等の

文化プログラムについて、実施に係る技術的・財政的な支援及び推進体制

の整備に係る人的な支援を講じること。 

   あわせて、都市自治体が行う伝統文化や芸術に関する事業について、財

政措置を講じること。 

 

２．開催に向けた施設整備等について 

（１）ユニバーサルデザインとバリアフリー化の推進に対する支援を拡充する

こと。 

   なお、競技会場の整備に当たっては、周辺環境や景観等との調和に十分
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配慮すること。 

（２）大会の開催効果を波及させるため、スポーツ・文化施設等の整備等につ

いて、財政支援の拡充を図ること。 

   また、事前キャンプ地や競技開催地等における施設整備等について、財

政支援を拡充すること。 

 

３．ホストタウンの推進について 

（１）同じ国を相手国とするホストタウン自治体や関係機関・団体等との間の

情報提供等の支援を行うこと。 

（２）すべてのホストタウン自治体に対し、事前キャンプ・外国競技団体の受

入れや相手国の応援・理解促進に係る経費について、財政支援を拡充する

こと。 

 

４．大会終了後の支援について 

  祝祭ムードの受け皿や大会レガシーとなる都市自治体の取組について、大

会終了後も必要な財政支援等を講じること。 
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